交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　福祉部 障がい福祉課　
	処分の概要
	身体障害者手帳の交付

	法令名
根拠条項
	身体障害者福祉法　第15条第4項

	法令番号
	昭和24年法律第283号

	【基準】
　法第15条第4項(身体障害者手帳)及び別表の規定による。
　
　診査を受けるべき旨の通知(令第6条、規則第3条)
　交付(令第8条)

1　身体に障害のある者(居住地が交野市である者又は居住地を有しないときは、その現在地が交野市である者)は、都道府県知事の定める医師の診断書を添えて、交野市長に身体障害者手帳の交付を申請することができる。
　　ただし、本人が15歳に満たないときは、その保護者(親権を行う者及び後見人をいう。ただし、児童福祉法第27条第1項第3号又は第27条の2の規定により里親に委託され、又は児童福祉施設に入所した児童については、当該里親又は児童福祉施設の長とする。以下同じ。)が代わって申請するものとする。
2　前項の規定により都道府県知事が医師を定めるときは、厚生労働大臣の定めるところに従い、かつ、その指定に当たつては、社会福祉法第7条第1項に規定する社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関(以下「地方社会福祉審議会」という。)の意見を聴かなければならない。
3　第1項に規定する医師が、その身体に障害のある者に診断書を交付するときは、その者の障害が別表に掲げる障害に該当するか否かについて意見書をつけなければならない。
4　交野市長は、第1項の申請に基いて審査し、その障害が別表に掲げるものに該当すると認めたときは、申請者に身体障害者手帳を交付しなければならない。
5　前項に規定する審査の結果、その障害が別表に掲げるものに該当しないと認めたときは、交野市長は、理由を附して、その旨を申請者に通知しなければならない。

※大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例第3条による事務移譲

	標準処理期間
	30日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年6月25日
	最終変更年月日
	平成29年11月13日
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